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  はじめに

ここ数年，放送と通信の連携に関するさま
ざまな論議が交わされている。実際に，ブロー
ドバンドの通信回路を使った番組・動画映像
の配信は，IPマルチキャスト放送やビデオオ
ンデマンドなどといった形態で既に始まって
いる。既存の放送局や通信事業者をはじめと
して，制作プロダクションやポータルサイト
など，多様な業界が次々と参入を表明。将来
の一大成長分野の覇者を目指す大きなうねり
が，いよいよ本格化し始めているのだ。

とはいえ，彼らの前には，著作権問題をはじ
めとする法律や規制の壁が立ちふさがる。何
とかその壁を乗り越えようと，並み居るベン
チャーが，有効なビジネスモデルを求めて試行
錯誤を重ねている折も折，忽然と登場したの
がYouTubeである。2005年2月に設立された
ばかりのアメリカ発の1ウェブサイトが，世界
中から大きな注目と支持を集め，瞬く間にネッ
トの主役に躍り出たのだ。YouTubeには世界
各国から日々6万5,000の動画が投稿され，閲
覧件数も毎日1億回と，今や全世界で最もアク
セスの多いサイトの一つになった。とりわけ日
本での人気は特筆すべきもので，この2月には
ひと月当たりの非重複利用者数が1,000万人の

大台を突破，空前の急成長を遂げたのである。
日本語検索が可能とはいえ，あくまで英

語のサイトであるYouTubeが，一体どうし
て，日本でこれほど熱烈な支持を集めること
ができたのか? 日本のテレビ局や著作権保護
団体は，権利処理を無視したコピー映像が氾
濫するYouTubeをどう意識し，どんな対策
を取っていこうとしているのか? こうした観
点から，「YouTube現象」とでも呼ぶべき状
況を報告するとともに，YouTubeの方法が，
将来の放送と通信の融合・連携に向けての試
金石となり得るのかどうかを検証する。

  1 “サイバー黒船”YouTube 来航

2005年12月，フジテレビ著作権部に，制作
現場から連絡が入った。同局の人気バラエティ
番組が，インターネットで公開されているとい
うのだ。電話を受けた担当デスクは，またか
と思った。きっとどこかのファンが，番組のコ
ピー映像をブログにでも載せているのだろう。
プロバイダーに連絡を取って削除してもらわ
なきゃ─。そんなことを考えながらブラウザ
を開いた担当デスクは，間もなく，このサイト
に，フジテレビの番組がいくつも流されてい
るのを確認することになる。

 “YouTube現象”は何を問いかけたのか?
             四方康嗣　　　
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2006年1月，NHKライツ・アーカイブスセ
ンターの佐藤直樹チーフディレクター（CD）
のもとに，視聴者から，大晦日に放送した

「紅白歌合戦」の模様がインターネットに大量
に流れているという情報が寄せられた。佐藤
CDは，あわててそのメールに書かれていた
サイトにアクセスしてみた。現れた英語のみ
の画面に戸惑いながら，半信半疑のまま「紅
白」を検索してみると，少しの間をおいて大
量の静止画像のリストがずらりと並んだ。画
像をダブルクリックすると動画の再生が始
まる。間違いなく，紅白歌合戦の番組映像
だ。さらに繰り返すと，紅白のさまざまな歌
手のさまざまな場面が次々と再生されていく。
どうやら，表示されたリストのほとんどが，
過去の紅白歌合戦のコピー映像のようだ。

画像リストは，何ページにも渡って続いて
いる。一体いくつあるのだろう?  佐藤CDは，
画面上部に検索結果が表示されているのに気
付いて，わが目を疑った。その数は，数百本
に及んでいた。

同じ頃，紅白映像のネット流出の情報は，
日本音楽著作権協会（JASRAC）送信部ネッ
トワーク課の浅倉史征係長（当時）も確認し
ていた。JASRACでは，携帯電話の着メロが
盛んになってきた頃から，インターネットを
介した音楽の違法ダウンロードに神経を尖ら
すようになっていた。2001年には，ウィニー
などのファイル交換ソフトや着メロ交換サイ
トに対処するために，ネット監視専門の部署
であるネットワーク課を新設。同時に，365
日24時間稼動する検索ロボットJ-MUSEを
開発して，違法コピーの発見と削除に本格的
に乗り出していた。ネット上に大量に流れ出
た紅白映像が，JASRACの監視システムに

引っかかるのは時間の問題だった。
フジテレビ，NHK，JASRAC……。彼ら

が，テレビ番組の違法コピー映像の流出を確
認したのは，すべて同一のウェブサイトだっ
た。一般からの動画映像の投稿と共有・公開
を目的とするアメリカのサイト「YouTube」
である。2006年の年明け当初はまだ知る人
ぞ知る存在だったYouTubeの名は，間もな
く，国内の主だったテレビ局の著作権担当部
署で毎日のように飛び交うことになる。

インターネット視聴率調査のネットレイ
ティングス社によれば，YouTubeの名前
が国内利用者ランキングに初登場したのは
2005年12月。非重複利用者数が月間およそ
20万人で，2,000位前後だったという。とこ
ろが，年が明けた1月には利用者数が75万人
に急増，さらに半年でそれが10倍にはね上
がり，2007年2月にはついに1,000万人の大
台を突破した（図1参照）。一貫してインター
ネットの視聴動向調査に携わってきた同社の
萩原雅之チーフアナリストは，わずか1年あ
まりでこれだけの急成長を遂げたサイトは前
代未聞だと語る。

図1　YouTube の利用者数の推移
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ちなみに，同社の調査によると，国内の
利用者がひと月1,000万人を越えるサイト
は2007年4月現在で18。そのほとんどは，
Yahoo!やGoogle，楽天，Amazonなどの巨
大ポータルサイトや検索サイト，ショッピン
グサイトなどである。そんな中にあって，一
介の投稿サイト，しかも英語サイトがその一
角に食い込んだという点でも，YouTubeの
特異さは際立っている（表1参照）。

さらに，萩原チーフアナリストは，その接
触時間に注目する。YouTubeの月間1人当
たりの平均利用時間は1時間15分と，他のサ
イトと比較して突出して長いのである。ネッ
ト広告の世界では，ページビューや利用率

（リーチ1））に加えて，将来的には滞在時間の
重要度が増すと言われている。YouTubeへ
の接触時間の長さは，ビジネス展開する上で，
今後はさらに大きな武器になるだろうという
のが萩原の分析である。

では，実際にそのYouTubeにアクセスして
みよう。YouTubeのホームページはすべて英
語だが（今年になって，一部日本語表示が始
まった。詳細後述），日本語をはじめ多くの言
語でキーワード検索ができるという点が何よ

りも画期的だった。YouTubeの検索ボックス
に日本語でキーワードを打ち込むだけで，た
ちどころに該当する作品リストが，日本語タ
イトルと静止画像付きでずらりと並ぶ。その
中から，見たいものをダブルクリックすれば，
動画が再生されるという仕組みだ。英語のサ
イトとはいえ，日本発の作品を見るためには，
英語の知識はまったく必要ないのである。 

一方，画像の投稿の方は若干面倒である。
投稿画面には，まず「YouTubeの基準に違反
するものや，著作権がある作品を許可なく公
開してはいけない」との注意書きがある。さら
に，最終的なアップロード（投稿）ボタンの手
前で，もう一度，「適正に権利処理をした映像
以外は投稿しないように」と念押ししている。
さらに，アップロードボタンをクリックするこ
とは，とりもなおさず，投稿者が権利関係を適
正に処理したこととみなすとしている。つまり，
YouTubeは，公開する映像の事前チェックは
一切せず，著作権の処理はすべて投稿者に委
ねるという姿勢を明確にしているのである。

ちなみに，YouTubeがしつこいばかりに注
意をうながすのは，単なるポーズではない。
米国著作権法にのっとって，投稿者に著作権
の侵害をしないように警告することが，サイ
ト主宰者が法的責任を免れるための大きな要
件の一つとなっているからである。

2007年2月，日本の著作権団体の粘り強い
交渉の結果，こうした著作権上の注意喚起
がとうとう日本語でも表示されるようになっ
た。しかし，その後も一向に衰えを見せない
日本からの違法コピー映像の氾濫を見るまで
もなく，日本語による警告が著作権侵害の抑
止力になっているとは思えない。なぜなら，

表1　人気サイトの成長度比較

サイト名 サイトの
開設月

1,000 万人
達成月 所要月数 2007年 2月の

利用者数

Yahoo!JAPAN 1996年 4月 2000年11月 55ヶ月 3,860 万人

楽天市場 1997年 5月 2003年11月 78ヶ月 2,000 万人

2 ちゃんねる 1999年 5月 2005年10月 77ヶ月 930 万人

Amazon
（日本版） 2000 年 11月 2004年 5月 42ヶ月 1,750 万人

Google
（日本版） 2001年 5月 2005年 8月 51ヶ月 1,460 万人

YouTube 2005年 12月 2007年 2月 14ヶ月 1,017 万人
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YouTubeに動画を投稿するためのメンバー
登録は，実質的に匿名でオーケーだからであ
る。つまり，悪質な投稿者に対しても，個人
を特定するのは著しく困難なのだ。

YouTubeのメンバー登録に必要な個人情
報は，eメールアドレスのみ。もっとも，ホッ
トメールなど個人の特定が困難なメールアド
レスでも登録できるのだから，厳密に言えば
これも個人情報とは言いにくい。さらに，サ
イト内で使用するハンドルネームは便宜上の
名前に過ぎないから，重複しない限りどう自
称しようと自由だし，性別や生年月日なども
どう登録しようが勝手である。

インターネットというバーチャル空間に参
加する時，人はしばしば「匿名」という鎧を
着ける。個人を特定されない場合，人は礼儀
や節度を失いがちなことは，匿名掲示板にあ
ふれる下劣な，あるいは暴力的な言葉の洪水
を見るまでもなく明らかだ。

しかし，一方，その匿名性こそが，ネット社
会に爆発的なエネルギーをもたらしてきたのも，
また確かである。当初，投稿者のIPアドレスす
ら取得しない完全匿名掲示板だった「2ちゃん
ねる」が創り出した熱気。道義的な批判は多々
あろうが，あれこそ，まさにネットが生み出す
底知れぬパワーを象徴するものであった。

動画投稿サイトYouTubeが，特に日本で
空前の活況を呈することになった大きな要因
も，間違いなくこの匿名性にある。

とはいえYouTubeは決して，無法地帯を
提供することをそもそもの目的としていたわ
けではない。YouTubeは，その設立目的とし
て，個人のオリジナルのビデオを見たり共有
したりするメディアであることをうたってい
る。YouTubeのトレードマークにもなってい

る「Broadcast Yourself」（あなた自身を発信
しよう）というキャッチフレーズに，その主旨
は明確に現れている。つまりYouTubeは，少
なくとも表向きは，自分の作ったオリジナル
映像作品を，誰もが簡単に公開・閲覧できる
場を提供したに過ぎないのだ。法律と自主基
準に基づき，暴力的な，あるいは猥褻な画像
を即刻削除していることも，その作品性を重
んじる姿勢の表われとも言える。

しかし，「Broadcast Yourself」がYouTube
本来の目的だったとしても，少なくとも日本で
は，その主旨は完璧にはき違えられてしまった。
アメリカ発のこのウェブサイトは，自分がたま
たま手に入れた話題のテレビ番組のコピーを広
く公開できる展示場，あるいは，つい見逃して
しまった場面を探せる穴場として大きな意味を
持つことになる。かくして，まるで新機軸のテー
マパークを見つけた子供たちのように，日本人
はYouTubeに殺到することになったのだ。

ネットレイティングス社の日米比較調査に
よれば，YouTubeのサイト利用者総数こそ人
口の大きいアメリカが勝っているものの，利
用率は，1年前からほぼ一貫して日本が本国
アメリカを上回っている。訪問頻度や利用時
間も同様である。この結果からも，YouTube
という映像展示場が，いかに日本人にアピー
ルしたかがうかがわれる（図2参照）。

図 2　YouTube 利用率（リーチ）の日米比較
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  2  対立の構図 

2006年10月 初 旬， 見 逃 し て し ま っ た
話題の番組を探そうと，いつものように
YouTubeでお宝画像の検索を始めたファン
はちょっと戸惑った。リストからお目当ての
番組を探してダブルクリックしても，いつも
のように動画の再生が始まらないのだ。よく
見ると，画面上部に英語の文章が赤文字で表
示されている。

「This video has been removed at the 
request of copyright owner. because its 
content was used without permission.」

自局の番組が大量に公開されていることに
気が付いた各テレビ局は，遅ればせながら対
応に動き始めた。

しかし，国内に窓口を持たない海外のサイ
トとの交渉は，まさに手探りだった。当初は，
削除要請に権利者の自筆サインが必要だった
ため，文書をFAXで送って申請をしたのち
改めて正式文書を郵送するという，何とも
ネット時代らしからぬ作業に忙殺された。間
もなく，メールによる申請でもオーケーとい
うことになったものの，問題の画像のページ
をいちいち開き，1ページ1ページのURLを
文書に貼り付けなければならない。100件の
削除を申請するのに数時間がかりである。し
かも，YouTubeには，現在放送中の番組だ
けではなく，過去の人気番組も盛んに投稿さ
れていた。その膨大な番組すべてをケアする
ことなど，到底不可能だった。

この間，YouTubeは，通知を受けて削除
する（notice-and-takedown）というルールだ
けは確実に励行していた。しかしそれは，

YouTubeの誠意と言うより，法的責任を問
われないための方便と言った方がいいだろ
う。各テレビ局の著作権担当者の根本的か
つ最大の疑問は，被害者側であるわれわれ
が，何故これほどの労力を費やして削除を

「お
・ ・ ・

願い」しなければならないのかという点
にあった。

もっとも，全世界にその名をとどろかせつ
つあったとはいえ，YouTubeは，社員たっ
た60人あまりの新興ベンチャー企業である。
創業まもなく，あれよあれよという間にネッ
ト界の寵児に躍り出ると同時に，世界中から
雨あられのように降り注ぎはじめたクレーム
に戸惑い，右往左往していたと言うのが現実
だろう。

しかし，それからほどなくYouTubeは簡易
削除ツールを開発。各テレビ局は，送られて
きた専用アカウントを使って簡単に削除がで
きるようになり，格段に能率がアップした。以
後，JASRACや各テレビ局の著作権担当者は，
出勤したらまずパソコンを開いてYouTubeを
チェック，削除ツールでnotice-and- takedown
作業に勤しむのが日課となった。

しかし，削除しても削除しても，次から次
へと新たな番組がアップされる。状況はまさ
に，テレビ局や権利団体と匿名投稿者たちと
のいたちごっこの様相を呈してきていた。

そんな状況に業を煮やしたテレビ局や著作
権保護団体が連絡を取り合い，JASRACに
顔を揃えたのは2006年9月初旬のことであ
る。それぞれの団体が，個別に削除要請を繰
り返してもらちがあかない。この際，映像・
音楽著作権を持つ被害者団体が集まって，具
体的に統一行動を取ることでYouTubeと違
法投稿者に決意を示し，圧力をかけるべきで
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はないかとの考えで一致したのだ。
こうして，23団体・事業者による「ユー

チューブ権利侵害対策意見交換会」が発足し，
1 ヶ月後を期して，集中的に削除活動を行う
ということが決定した。10月初旬，氾濫し
ていた日本のテレビ番組映像がYouTubeか
ら一斉に消えた背景には，こんな事情があっ
たのである。4日間にわたった「送信防止措
置集中強化週間」で，23団体・事業者が削除
要請した映像は，延べ3万件近くに及んだ。

さらに，それから2 ヶ月を経た12月4日，
23団体・事業者は，連名でYouTubeに対し
て抜本的な対策を講ずるよう要請する正式な
文書を送付した。これに対して，回答期限と
した12月15日に，YouTubeから，幹部を訪
日させ話し合いをしたい旨の連絡がもたら
された。著作権者からの通知を受けて違法画
像を削除するという機械的な対応しか見せな
かったYouTubeから，初めて肉声が聞こえ
た瞬間だった。この時，フジテレビが最初に
YouTubeの違法画像公開に気付いた日から，
丁度1年が経過していた。

そして，年が明けた2月初旬，その回答通
り，チャド・ハーレー CEOやスティーブ・チェ
ンCTO（最高技術責任者）らYouTubeの幹
部が来日し，23団体・事業者の代表と，2時
間半に及ぶ話し合いが行われた。ここで，現
時点で早急に実施できる対策として，まず著
作権侵害に関する注意事項を日本語で掲載す
ることが決定。YouTubeの画像アップロー
ドのページに，日本語による注意喚起が表示
されるようになったのは，この時の約束に基
づいている。

また，メンバーの住所・氏名の登録や，違
法投稿者のアカウント停止措置の方法につ

いても話し合われた。YouTubeは，3回の違
法投稿でアカウント停止となる現在のシステ
ムで十分に対応していると主張する。しか
し，前に見たように，メンバー登録が厳密で
ないため，停止されてもすぐに別名でアカ
ウントを再取得できるのが現実なのである。
これでは，実質的に何ら違法投稿の抑止力
にならないと日本側は繰り返し主張したが，
YouTube側に，現状よりも踏み込もうとい
う姿勢は見られなかった。

こうした肝心の部分で議論はなかなか嚙み
合わなかったが，諸案件について，双方が
今後とも継続協議していくことを確認して，
YouTubeとの最初の交渉は終了した。

  3  法的側面 

こうしてまがりなりにも交渉の場につい
たYouTubeだが，彼らが遠い日本の著作権
団体を無視するわけにはいかなかった背景に
は，アメリカ国内で多くの著作権侵害訴訟に
さらされているという現実がある。

 Napster 訴訟 
ネットビジネスと著作権との関係を語る上

で避けて通れないのが，1998年，アメリカ
に颯爽と登場し旋風を巻き起こしたNapster
である。Napsterは，「Peer to Peer（PtoP）」
と呼ばれるインターネットの利用方法を初め
てビジネス化した大規模サービスであった。
かいつまんで言えば，中央サーバーと多数の
個人のパソコンをつないで，各パソコンに保
存されているファイル情報を集めて中央でリ
スト化。それを参照して，ユーザー同士が相
互に欲しいファイルをやりとりするというシ
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ステムである（図3参照）。
Napsterで流通していた音楽データの多く

が，市販のCDなどからの違法コピーだった
ことから，全米レコード工業会は，事実上
の業務差し止めを求めてNapster社を提訴
した。裁判所は，このサービスが「専

・ ・

ら著作
権の侵害に使用される」とみなし，最終的に
Napster社は敗訴，破産した。かつて一世を
風靡したNapsterという名前は，今，そのブ
ランド名を継承した有料の音楽配信サービス
に残るのみである。

さて，専
・ ・

ら著作権の侵害に使われるかどう
かの基準はどこにあるのだろうか。分かりや
すい例で言えば，ナイフは凶器にもなり得る
が，専

・ ・

ら使われるのは別の用途である。従っ
て，たとえそのナイフが殺人に使用されたと
しても，製造した者を殺人幇助の罪に問うこ
とはできない。

こうした考え方は，テクノロジーと著作権
との関係を考える上で最重要とされる1984
年のベータマックス事件の判決の根拠にも
なっている。この裁判で，連邦最高裁は，ソ
ニーのビデオデッキを使って映画を違法にコ
ピーしても，デッキの製造元であるソニーを
訴えることはできないとした。ビデオデッキ

を使った録画は，リアルタイムで見られない
ものを後で見るための利用が多く，専

・ ・

ら著作
権の侵害に使われるわけではないというのが
その判断理由である。しかし，実は，この裁
判では裁判官の意見が割れ，最終的に5対4
というきわどい採決だった。もし仮に，ここ
で逆の判決が出ていたら，今のようにビデオ
が大衆化することも映像文化が花開くことも
なかったかも知れない。

 Grokster 訴訟 
Napsterに続いて注目されたのが，アメ

リカの映画会社やレコードレーベルによる
Grokster訴訟である。Groksterは，PtoPを
さらに発展させ，中央のサーバーの管理な
しに，個人のパソコン同士で直接ファイルを
やり取りするためのソフトを配布するという
サービスであった（図4参照）。

ちなみに，パソコンからの情報漏洩で日本
の大きな社会問題となったウィニーをはじめ
とするファイル交換ソフトも，これと同じ非
中央管理型のPtoPシステムである。

下級審は，二度にわたって，企業には
ユーザーの行為に対する責任はないとして，
Groksterに有利な判決を下してきた。だが，
連邦最高裁は，担当裁判官の全員一致で，
Groksterの責任を問うことが可能だと判断
した。ユーザーの「著作権侵害行為を奨

・ ・

励・
誘
・ ・

導した」場合，企業はそれに対する責任を
負うという判断である。この判決により裁判
は差し戻され，最終的にGroksterは原告と
和解して，サービスを中止することになる。

しかし，NapsterやGroksterが投じた一石
は，その後のアメリカで，政府や有力企業，
市民を巻き込んだ大規模な論争へと発展し

図 3　PtoP: 中央管理型
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た。著作権を侵害された音楽・映画・ソフト
ウェア業界など産業界は，「ファイル交換ソ
フト自体が違法」との主張を続けているが，
一方の「ファイル交換ソフトそのものが問題
なのではなく，それを悪用するユーザーを
裁くべきだ」とする考えとの間で議論は今も
平行線を辿っている。これは，2006年12月，
京都地裁で一審判決が出た，ウィニーによる
著作権法違反幇助の裁判の検察側・被告側双
方の主張と，まさに瓜二つである。

 YouTube の法的拠り所 
いずれにしても，以上のようにアメリカの

ネットと著作権をめぐる訴訟の流れを見る
と，ビジネスの論理よりも著作権の保護が重
視されてきたと言える。それでは，著作権の
保護に重きを置かないビジネスを展開する
YouTubeの今後は，果たして安泰と言える
のだろうか。

ニューヨーク州弁護士でもあり日米の著
作権法に精通する山本隆司弁護士によれば，
これまでの判例から見て，YouTubeが著作
権侵害の責任を問われる可能性は少ないだ
ろうという。その理由は3点。まず第1に
YouTubeは権利者から侵害の通知を受けた

場合に速やかに削除措置を取っており，第2
にそのサービスの性質が「専

・ ・

ら著作権の侵害
に使用される」サービスではなく，第3に「著
作権侵害行為を奨

・ ・

励・誘
・ ・

導した」事実がある
かという点に疑問符がつく，というのがその
根拠である。

法的な面で，YouTubeの大きな拠り所と
なっているのが，デジタルミレニアム著作
権法（DMCA）である。デジタル化された情
報の著作権のあり方などを規定するDMCA 
は，Napster事件に前後して成立，施行され
た。中でも，NapsterやGroksterとは違い
PtoPのシステムを使わないYouTubeにとっ
て特に大きな意味を持つのが，DMCA第512
条のセーフハーバー（防波堤）条項である。

先述の，いわゆる「notice-and-takedown」
（通告と削除）規定も，このセーフハーバー
条項にうたわれている。かいつまんで言えば，
ネット上で著作権侵害行為が発生したとして
も，著作権者からのクレームに従って迅速に
そのコンテンツを削除すれば，サイト主宰者
が法的責任を問われることはないとする規定
である。主宰者が「実際に著作権が侵害され
ている事実や状況に気付かず」，「侵害行為に
起因する経済的利益を得ていない」などの条
件はあるものの，この規定こそがYouTube
の最も大きな拠り所となっているのだ。

だからこそ，YouTubeは利用規約で著作
権侵害行為を禁じ，規約違反を繰り返すユー
ザーに対してはアカウントの停止を実行する
とともに，日本のテレビ局や著作権保護団体
をはじめ，権利者からの削除依頼に迅速に対
応しているのである。

「YouTubeは，DMCAの全規定を遵守して
いる。したがって，当社はDMCAのセーフハー

図 4　PtoP: 非中央管理型（分散型）

サーバー
（プロバイダー）

ダウンロード
ユーザーPCユーザーPC

ファイル情報 検索リスト

システム
プロバイダー

ダウンロード

ユーザーPCユーザーPC

PtoPソフトの
配信

PtoPソフトの
配信

ダウンロード



30 　JUNE 2007

バー条項によって完全に保護されている」
ある訴訟に際して，YouTubeはこんな声

明を発表している。著作権を軽んじたサービ
スを展開しているYouTubeの生命線になっ
ているのが，著作権保護を厳密に規定してい
るDMCAであることは，何とも皮肉である。

以上のような見地から，少なくとも現時点
においては，YouTubeが法的責任を問われ
る可能性は高いとは言えない。もちろん，著
作権の侵害をこうむった日本のテレビ局や
著作権保護団体が，米法のみを適用される
YouTubeを訴えることも同様に困難という
ことになる。

 投稿者の特定 
それでは，日本からの違法投稿者を告発す

ることはできるのだろうか。前述のように，
事実上匿名であるYouTubeの会員登録情報
から個人を特定することは非常に難しい。確
かに，原理的に言えば，個々のパソコンの識
別番号であるIPアドレスを辿っていくこと
で個人の照合は不可能ではない。

とはいえ，山本弁護士によれば，そのため
には気が遠くなるような煩雑な手続き作業が
必要になる。まず，米法にのっとってアメリ
カの裁判所に証拠を提出し，YouTubeに問
題のユーザーのIPアドレスを請求して日本
のプロバイダーを確認。その上で，さらに日
本でも訴訟を起こし，裁判所からの命令で，
そのプロバイダーに投稿者個人を照合しても
らわなければならないというのだ。重大犯罪
の捜査でもない限り，かくも膨大な手間とコ
ストを前にして，二の足を踏まない者はいな
いだろう。

  4  ブームの背景 

YouTube以前から，個人のホームページ
やブログ，あるいはウィニーなどのファイル
交換ソフトを介して，テレビ番組のコピーが
ネットに流出するのは珍しいことではなかっ
た。各テレビ局やJASRACは，丹念にネッ
ト内を探索，そうした映像が公開されている
のを確認するたびに，プロバイダーに連絡を
取って削除を要請してきた。しかし，こうし
た違法画像の公開は，あくまで個人ベースの
散発的なものに過ぎなかった。

YouTubeが画期的だったのは，テレビや
映画の画像を広く公開できる場，映像の一大
展示場を提供したという点にある。その展示
場では，日本コーナーに大きなスペースが割
かれ，他ではまず手に入らない稀少商品がふ
んだんに用意されている。

YouTubeに行けば，わくわくしながら欲
しい映像を探せる。つい見逃してしまったご
ひいき番組に出会えるかも知れない。ガラク
タも多いが，じっくりと歩き回れば，ひょっ
とすると意外な掘り出し物に出くわす可能性
もある。確かにYouTubeは，そんなバーチャ
ルな宝探し気分が味わえるテーマパークの要
素を持っていたのだ。

扱っているのが単なる商品ではなく，違法
とはいえアーカイブ作品がずらりと並んでいる
という点に目を向ければ，展示場というより常
設の巨大古本市とでも呼んだ方が的を射てい
るかも知れない。ただし，古本という印刷物そ
のものは，最初の売買時点で著作権を行使し
たとみなされるのに対し，映像の場合は考え
方が大きく異なることは銘記しておかねばなら
ない。つまり，映像は，VTRやDVDとしてパッ
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ケージ化されていない限り，中古市場での流
通には非常になじみにくい商品なのだ。

その点を踏まえた上で，この市場の出品者
の方に目を向けてみよう。先述のように，少
なくとも，YouTube本来の主旨は，決して
テレビや映画の違法コピーを展示することで
はなかったはずである。しかし，特に日本で
は，自分が手に入れた「稀少映像」を匿名で
広くおおっぴらに公開できることに，人々は
大きな価値を見出した。

無論，ここに言う稀少映像とは，決してス
クープ性や作品性を有するオリジナル映像と
いう意味ではない。放送が，一たび流れたら
消え去ってしまうものだからこそ，思いもよ
らない稀少価値を持つことになった単なる番
組コピーに過ぎない。たまたま生放送を録画
していて，放送禁止用語や乱闘などのハプニ
ングが発生しでもすれば，その映像の稀少性
はさらに際立つ。3月の統一地方選の際，あ
る候補のパフォーマンスじみた政見放送がさ
まざまな加工を加えられてYouTubeにアッ
プされた。直後から，その映像に数十万に及
ぶアクセスが殺到，選挙管理委員会が対応に
苦慮するほどの話題を呼んだのは，その典型
的な事例である。

勿論投稿者たちは，テレビの録画映像を
ネットで公開することは著作権上問題あり，
ぐらいのことは認識しているであろう。しか
し，匿名のおかげで責任を追及される恐れが
ないのに加えて，法律や規制の及び難いネッ
ト空間特有の空気が，彼らの後ろめたさを程
よくカバーしてくれている。

それにしても，自分が手に入れた稀少映像
を広く公開したいという衝動の根っこにある

ものは何だろう? わざわざ手間をかけて公開
しても，金銭的な対価も社会的評価も得られ
るわけではまったくないのに，彼らはなぜ，
敢えて違法行為に手を染めるのだろうか? 

そこに仄見えてくるのは，他ならぬ自分が
話題を発信するという自己満足と，ある種の
優越感である。ブログに素人作品を載せても
見向きもされないのに，YouTubeに話題作
のコピー映像を投稿すれば，ものすごい反応
がビビッドに返ってくる。作品によっては，
瞬く間に何十万に及ぶアクセスが殺到し，そ
の数やアクセスランキングによって，さらに
気分は煽られる。そんな時，彼らは，優れた
クリエイターが自己発信しているような錯覚
と陶酔を味わうのかも知れない。いずれにし
ても，ある種の人々にとって，YouTubeと
は，そんないびつな表現欲を代替してくれる
場だったのだろう。

あるいは，そんな状況を面白がる愉快犯的
な心理もそこには垣間見える。さらには，現
実社会とは違って法規制の及びにくい解放区
で，波長の合う人間同士，面白さを分かち合っ
てみたいというバーチャルなコミュニティ意
識のようなものもあるのだろう。

技術的には，誰もが映像の発信者となり受
信者となれるはずのブロードバンド時代。著
作権という壁に阻まれるまま，「稀少映像」
を見たい側と見せたい側の欲求不満が徐々に
溜り，出口を求めてさまよっていたと言って
もよかろう。そんなところに忽然と登場した
YouTubeが，その両者を引き合わせる場を
創り出し，潜在的にくすぶっていた両者の旺
盛な欲求に火を点けたのだ。需要と供給が合
致すれば，そこに市場が出現するのは世の習
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いである。YouTubeという名の巨大映像展
示場が空前の活況を呈することになった背景
には，こうした事情が読み取れる。

  5  対立か連携か ? 

 連携への模索 
相変わらずYouTubeには，テレビや映画

からの違法録画映像が次々とアップされ続
けている。しかし，2006年後半になって，
YouTubeを敵視していたアメリカの主要メ
ディアが，徐々にスタンスを変え始めた。米
NBCやCBSをはじめ，テレビ局やレコード
会社などがYouTubeとライセンス契約を結
び，番組やミュージックビデオの一部を公開
し始めたのだ。

膨大な利用者を擁するYouTubeで自社の
映像コンテンツの一部を配信し，ファンを自
社の放送や映像ビジネスへと誘導する。いわ
ば，YouTubeを自社のプロモーションメディ
アと位置づけようという意図である。確かに，
正面切って対立し，いたずらに虚しい労力を
費やすよりは，むしろ連携してその巨大なパ
ワーを利用した方がビジネス原理に適ってい
る。既存メディアは，時代の趨勢を見据えて
現実的な判断を下したと言えよう。

さらに，2007年3月になって，英BBCも
YouTubeとの提携に踏み切り，人気番組関
連の短いプロモーションやニュースクリップ
の公開を開始した。イギリスでのYouTube
利用率はおよそ20%。これは，日米に匹敵す
る高さである。

しかし，実はイギリスには，さしもの
YouTubeですら遠く及ばない利用率を誇る
動画系サイトがある。他でもない，BBCの

自局サイト「bbc.co.uk」である。動画配信は
サイトのごく一部のためYouTubeと同列に
語れないとは言え，その利用率は，イギリ
ス国内で何と50%に及ぶ。これだけ強力な
サイトを自前で持ちながら，BBCが敢えて
YouTubeとの連携に踏み出した背景には何
があるのだろうか? 

これに関して，BBCビジョンのW・グレ
ズウェル戦略部長はこう語る。YouTubeの
ような若者を惹きつける力を持つパートナー
とともに，BBCの優れたコンテンツをネッ
ト配信していくことは非常に重要なことだ。
勿論，YouTubeからのリンクによって，ユー
ザーを「bbc.co.uk」に誘導できるという点
も見逃せない。しかし，たとえ「bbc.co.uk」
に辿り着かなくても，BBCのブランドで，
BBCのコンテンツを若い世代に向けて配信
できることにこそ大きな意味がある─。 

若い視聴者を取り込むことが，今のBBC
にとって大きな課題となっていることをうか
がわせる言葉である。若者のBBC離れに対
する危機感から，BBCは，敢えて若者に人
気のあるYouTubeとの提携に舵を切ったと
言えよう。一方，YouTubeにとっては，高
品質なコンテンツを合法的に得られることも
さることながら，巨大メディアからの訴訟リ
スクを回避できるという点が，この提携の大
きなメリットと言えよう。

 対立の再燃 
これに先立つ2006年10月，YouTubeが，

ネットビジネスの盟主の座を揺るぎないもの
にしたGoogleの傘下に入ることが発表され
た。Googleの広報は，YouTubeの今後の方
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向性については，今だにノーコメントを通し
ている。一躍ネット界の台風の目となった新
興ベンチャー YouTubeが，ビジネス感覚に
長けたGoogleと組んで，今後どういう方向
に軸足を移すか注目されるところである。

ネット界の寵児YouTubeと巨人Googleと
が手を結べば，向かうところ敵はない。もう，
今後Google=YouTubeという一大潮流に逆
らう者はないだろう。誰もがそう思い始めた
矢先，突然意外な動きが顕在化した。

BBCがYouTubeとの提携を発表したのと
同じ2007年3月，パラマウント映画やMTV
を傘下に持つ米メディア大手のVIACOM
が，10億ドル以上の損害賠償を求めて
Google=YouTubeの提訴に踏み切ったのだ。
VIACOMは，これまで16万本のソフトが無
断公開され15億回視聴されていると主張す
るとともに，YouTubeが権利の侵害を監視
するための負担と膨大なコストを被害者に転
嫁しているとのコメントを発表した。

先に見たように，ネットと著作権にまつわ
る判例から見れば，YouTubeが責任を問わ
れる可能性は低い。そんな状況を先刻承知
しているはずの米巨大メディアが，敢えて
巨額賠償訴訟に踏み切った背景には何があ
るのだろうか?  将来の和解を視野に入れて，
Google=YouTube連合から有利な条件を引き
出そうとする戦略を指摘する声もあるが，勿
論，何らかの成算なしの訴訟ということはあ
り得ない。

VIACOMは，訴状で，DMCA第512条のセー
フハーバー条項の前提条件に言及している。
YouTubeはそもそも，「notice-and-takedown」
で免責されるための前提条件，先述の「実際
に著作権が侵害されている事実や状況に気

付かず」，「侵害行為に起因する経済的利益
を得ていない」といった基準を満たしていな
いという主張である。もしも，これが認め
られれば，YouTubeが最大の拠り所とする
DMCAのセーフハーバー条項という防御壁
が崩れないとも限らない。VIACOMはさら
に，Grokster裁判の判断基準となった「著作
権侵害行為を奨

・ ・

励・誘
・ ・

導した」という点でも，
YouTubeの姿勢に疑義を投げかけている。
アメリカを代表する巨大メディアが総力戦に
挑んできたとすれば，万が一の場合，時代の
寵児YouTubeが，かつてのNapsterと同じ
運命を辿る可能性も皆無とは言えない。

いずれにしても，ネットビジネスの今後を
見据える上で，従来型メディア企業と新興イ
ンターネット企業の間でまたもや勃発したこ
の攻防戦から目を離すわけにはいかない。

 国内メディアの動向 
さて，世界的規模で，YouTubeをめぐる

連携あり対立ありさまざまな動きがうねる中，
日本の状況はどうなっているのだろうか? 

2006年8月，東京メトロポリタンテレビ
（MX）がYouTubeを介した番組配信を開始
した。ただし，一般ユーザーとしてネット
関連の番組を1本公開しているだけであり，
YouTubeとの提携というにはまだ程遠い。し
かし，電波行政によって放送エリアが厳しく
制限されている地方局にとって，桁違いの集
客力を誇るサイトを介して番組を全国に（正
確に言えば全世界に）配信できることは計り
知れない魅力であろう。その意味で，巨大な
アクセス人口（視聴者）を擁するYouTubeは，
1ウェブサイトというよりは，もはや1つの巨
大メディアと呼ぶ方がふさわしい。
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しかし，現在に至るも，YouTubeと日本の
テレビとの連携は（連携と呼ぶのはいささか
おこがましいが），東京MXのたった一例にと
どまっている。米英のメディアが，YouTube
に対し，攻守ところを変えつつさまざまなア
プローチを模索しているのに比して，日本の
この姿勢はあまりに及び腰に見える。

そもそも，日本のテレビは，あまりにもネッ
トに冷淡であった。著作権という壁を隠れ蓑
にして，敢えてリスクをおかす必然性はない
という消極的な判断に終始してきたという厳し
い指摘もある。YouTubeという奔流を目の当
たりにした今も，日本のテレビメディアは，ま
だ知らぬ顔の半兵衛を決め込むのだろうか? 

確かに，テレビ局側からYouTubeの独壇
場を突き崩そうという動きもないではない。
第2日本テレビやワッチミー ! TV（フジテレ
ビ系）は，ウェブサイトで投稿動画の募集を
始めてはいる。しかし，先に考察したように，
YouTubeが急成長を遂げたのは，匿名による
違法行為を大目に見るという土壌があったか
らこそだという点を看過するわけにはいかな
い。著作権を守ることが大前提のテレビ局系
の動画サイトがYouTubeを目指すこと自体，
大きな矛盾を孕んでいるのだ。これらのサイ
トは，今のところ，ビデオ投稿番組の域を越
えるだけの斬新さはうかがわれない。日本の
テレビメディアは，YouTube神話の後を追い
ながら，手探りの試行錯誤を繰り返している。

  6  YouTube 現象が語るもの 

日本の放送・通信界を少なからず揺るが
せたアメリカ発のウェブサイト「YouTube」。
YouTube現象がえぐり出したのは，たまた

ま見逃してしまった番組を何とかして見たい
という欲求を持つ人々が，これほどまでに多
く存在するという事実であった。

YouTubeは，ファンの旺盛な需要と意欲
的な供給を仲介して巨大な映像展示場を出現
させた。しかし，殷賑を極めるその展示場は，
いまだ市場とはなり得ていない。なぜならそ
こは，市場原理を大きく逸脱しているからで
ある。第一の問題点は，そこに並べられた展
示品の多くが，そもそも違法に生産されたも
のであること。同じコピーでも，偽ブランド
商品とは違って，供給側に明確な犯罪意図も
脱法意識もないだけに，かえって根が深いと
も言える。

そしてもう一点は，それ故に，展示品その
ものに値段がついておらず，供給者が収入を
得られないということである。大きな商品価
値があるにもかかわらず，提供者には何の金
銭的見返りもなく，場を提供したYouTube
のみが莫大な広告収入を上げる。つまるとこ
ろ，この展示場は，市場としての体を為して
いないのである。

その原因は，一にして，テレビ局に代表さ
れる正規のコンテンツメーカーが，大衆の旺
盛な需要をとらえ切れないまま手をこまねい
ていたからだと言えよう。結局，YouTube
が創り出した展示場でその要求に応えたのも
やはり，同じ意識を共有する大衆であった。
ただし，YouTubeの空前の活況の大部分を
担ったのは，あくまで違法投稿者ではなく，
圧倒的な数の閲覧者であったことは踏まえて
おかなければなるまい。そして，彼らは今
も，魅力的なコンテンツの供給を待ち続けて
いる。つまり，この旺盛な需要は，まさに「今
そこにある」のである。
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この旺盛な需要を顕在化させたYouTube
現象は，日本の映像メディアに，この市場に
名乗りを上げるよう促しているようにも見え
る。テレビ局が，この市場への正規の商品の
供給源として，番組のネット公開に踏み切る
機はもう熟しているのだ。勿論，ここに言う
ネット公開とは，現在既に行われているよう
な，番組予告やニュースの一部をネット公開
するというような生半可ものではない。いわ
ゆる「見逃しサービス」，つまり，原則とし
て放送した番組をすべて見ることができると
いうシステムである。

確かに，権利者の連絡先さえ定かではない
過去の膨大な番組を，しらみつぶしに権利処
理していくことは至難の業であろう。しかし，
これから制作するものであれば話は違う。番
組の制作開始時点で，ネット公開を念頭にお
いた権利処理に踏み込むことは，もはや時代
の要請であろう。

一例として，連続ドラマをシミュレーショ
ンしてみよう。1回目の本放送終了後に番組
をネット公開すれば，たまたま見逃したり評
判を聞いて見たくなった視聴者は，いつでも
手軽にそれにアクセスすることができる。も
し気に入れば，2回目以降は，可能な限りリ
アルタイムに高画質のテレビで見ることにな
るだろう。この場合，番組のネット公開は，
もはや単なる再放送や二次使用の範疇に留ま
らない。一過性である放送コンテンツを二次
的にネットで公開することが，結果的に視聴
者の放送への回帰をもたらすことになる。言
い換えれば，放送と通信が，お互いスパイラ
ル効果を発揮すると言ってもいいだろう。

そうなれば，テレビは何もYouTubeに頼
る必要はない。アメリカでは，2006年，4大

ネットワークが次々と自社サイトでのネット
配信に踏み切った。当初は，番組のネット配
信がテレビ視聴を食ってしまうという危惧が
ある中でのスタートだったが，その心配は杞
憂に終わった。1年間の試行錯誤の結果，逆
にテレビの視聴率と接触率は上がり，DVD
などのパッケージメディアの売り上げ増に
もつながったのである2）。このトライアルに
よって，いつでもどこでもアクセスできる
ネットと，高画質・大画面のテレビとでは，
同じ映像でも明らかにニーズが異なることが
立証されたとも言えよう。

番組のネット公開で想定されるビジネスモ
デルは，多岐にわたる膨大な数の商品と，そ
れらに対するわずかな対価ということになろ
うか。ただ，番組の二次的利用という性格を
考えれば，制作時点で権利関係を適切に処理
されている限り，この商品の製造コストは限
りなく低い。その構造は，ロングテールと呼
ばれるネット業界特有のビジネススタイルに
も合致している。

いずれにしても，テレビが電波だけを存立
基盤とする時代は，もはや過去のものなのか
も知れない。放送は一過性のもの，電波に乗っ
て流れた瞬間に番組の商品価値はほぼゼロに
なるというのは，テレビ側の思い込みでしか
なかったことを，YouTube現象は見事に浮
き彫りにしてくれたのである。

2007年2月，23団体・事業者との交渉の
ために来日したYouTubeのCEOとCTOは，
会談の翌日，Googleの幹部を伴ってフジテ
レビを訪ねている。表敬訪問という名目では
あったが，対応した千葉晋也著作権部長によ
ると，この時，YouTube側から提携の可能
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性の打診があったと言う。しかし，フジテレ
ビは，提携交渉の前にまず違法動画を投稿で
きない実質的なシステム作りが先決と，丁重
に断りを入れている。

その場では，YouTubeもあっさり引き
下がったというが，今後はどうだろう。
YouTubeにとってアメリカ本国に迫る巨大
市場である日本は，Googleのビジネス戦略
上，無視できる存在ではあり得ない。その日
本の最有力コンテンツメーカーであり，同時
に著作権保護を旨とする事業者でもあるテレ
ビ局と，訴訟のリスクを負いながらいつまで
も対立し続けるわけにはいかないだろう。近
い将来，Google=YouTubeから，日本の有力
テレビ局にさまざまな攻勢が仕掛けられてく
る可能性は高い。

テレビ局は今後，Google=YouTubeのよう
な巨大ビジネスと連携してネットの海へ漕ぎ
出すのか，それとも独自でネット戦略を開拓
していくことになるのだろうか。

英BBCは，今，その両方の道を歩みつつ
ある。YouTubeとの提携を推し進めるのと並
行して，2007年中にネット経由による番組の
無料配信を計画しているのだ。その中心とな
るのが，「seven day window」と名付けたオ
ンデマンド配信である。ネットを介した再放
送という位置づけで，イギリス国内からであ
れば，放送終了後7日間は番組の視聴が可能
になる。BBCは，将来的に，スポーツ番組な
ど権利処理が困難なコンテンツを除いて，全
番組のネット配信を目指しているという。ど
こまで実現できるかはまだ未知数だが，視聴
者からの要望が強い「見逃しサービス」に向け
た海外の動きは急である。

実は，日本でも同様のサービスが計画さ

れている。NHKが，2008年度を目指して取
り組んでいるアーカイブスオンデマンドであ
る。この計画も，BBCと同じく，やはり1週
間という単位で番組をネット配信するサービ
スを中核に据えている。むろん，日本の著作
権処理のハードルが低くなったわけではな
く，発足当初からネット配信できる番組は非
常に限られたものになるだろう。しかし，こ
の動きが，日本のテレビ界がネットへと踏み
出す新たな一歩であることは間違いない。

  おわりに 

日本で放送と通信の連携が叫ばれて久しい
が，その具体的な姿が像を結ぶことはついぞ
なかった。そんな，ある種の閉塞状況の隙を
衝くように登場したのがYouTubeであった。
YouTube現象は，一義的には違法動画の著
作権問題をクローズアップすることとなった
が，他方で，テレビをはじめとする日本の既
存メディアに対し，その熱狂の背景に何があ
るのかを正面切って問いかけたものだったと
言えよう。

確かに，米法を楯に，違法すれすれのビジ
ネスに邁進する「YouTube社」の姿勢は決し
て品格あるものとは言えない。しかし，日本
人に熱狂的に迎えられた「YouTube現象」か
ら日本のメディアが謙虚に学ぶべきことは，
決して少なくあるまい。

放送は，社会の安定や発展にとって必須な
情報を国民に提供するために，膨大なエネル
ギーを注いできた。しかし，放送が一過性で
あるがゆえに，たまたまこうした情報にアク
セスできなかった人々が多数存在するのも事
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実である。先に考察したように，YouTube
現象は，そんな情報を切望し，見逃した番組，
話題になった番組を見たいと言う人々の旺盛
な欲求を浮き彫りにした。それを受けて，日
本の放送が，何らかの形で番組や情報に広く
アクセスできるよう努めることは，メディア
としての使命にかなっている。今後は，諸権
利の保護などに十分に留意しつつ，多様な回
路の確保に尽力することが，放送にとっての
必須の課題となろう。

日本中を巻き込んだYouTube現象という
大きな渦は，期せずして，この課題の輪郭を
くっきりと際立たせてくれた。日本のメディ
アがこの課題にあらためて向き合い，明確な
回答を見出した時こそが，YouTubeがその
役割を終える時となるに違いない。

（しかた やすつぐ）

注：
 1）ひと月あたりのインターネット利用者全体に対

する当該サイト利用者の割合
 2）「放送研究と調査」2007 年 4 月号『“融合”が進

む米国の通信と放送』参照

出典：
● 図 1・2 / 表 1　ネットレイティングス
● 図 3・4　山本隆司弁護士

2005 年 2 月 YouTube 設立。 

12 月 YouTube が国内サイトのアクセ
スランキングに初登場。

2006 年 1 月 NHK，JASRAC など，
違法動画の公開を確認。

2 月 日本国内からの利用者がひと月
あたり 100 万人を超える。

6 月 JASRAC や各テレビ局が，
違法動画の削除要請を開始。

米 NBC が YouTube と提携。

10 月 23団体・事業者が，集中的に
削除要請。
約 3 万件の違法動画が削除される。 

Google が YouTube の買収を発表。 

2007 年 2 月 YouTube 幹部が来日し，
日本の著作権団体と協議。

日本国内からの利用者が
史上最速で1,000万人を超える。 

3 月 英 BBC が YouTube と提携。

米VIACOM が 10 億ドルの損害
賠償を求めて Google=YouTube 
を提訴。

YouTube 関連の主な出来事




